
議案第３９号資料  財務部市民税課・資産税課  
 
１ 事 業 名 

所沢市税条例の一部改正（専決処分） 

 

２ 事業の概要 

令和 4 年 3 月 31 日、地方税法等の一部を改正する法律が公布されたこと

に伴い、本条例を改正し、同年 4 月 1 日から施行させる必要が生じたため、

専決処分により所沢市税条例の一部改正を行ったものである。  
 

【改正概要】 

⑴ 固定資産税等における固定資産課税台帳の記載事項に係る所要の改

正 

⑵ 固定資産税における省エネ改修住宅に係る減額措置の拡充等に伴う

所要の改正 

⑶ 固定資産税等における宅地等に対する固定資産税等の特例措置に係

る所要の改正 

 
３ 他自治体の類似する政策等 

地方税法等の一部改正を受け、他の自治体においても同様の条例改正を

専決処分により対応している。 

 

４ 市民参加の実施の有無とその内容 

なし 

 

５ 関係法令、基本計画との整合性 

地方税法、地方税法施行令、地方税法施行規則 

 

６ 事業費及びその財源等 

なし 

 

７ その他 

  添付資料 

   ・新旧対照表 

 ・所沢市税条例の一部改正（専決処分）の概要 
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新 旧 
 

議案第３９号 所沢市税条例の一部を改正する条例 

 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第３３条の１０ 略 第３３条の１０ 略 

２～８ 略 ２～８ 略  

９ 法第３２１条の８第６２項に規定する特定法人である内国法人は、

第１項の規定により、納税申告書により行うこととされている法人の

市民税の申告については、同項の規定にかかわらず、同条第６２項及

び施行規則で定めるところにより、納税申告書に記載すべきものとさ

れている事項（次項及び第１１項において「申告書記載事項」とい

う。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税関係手続用電子情報

処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１１項において「機

構」という。）を経由して行う方法により市長に提供することによ

り、行わなければならない。 

９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定法人である内国法人は、

第１項の規定により、納税申告書により行うこととされている法人の

市民税の申告については、同項の規定にかかわらず、同条第６０項及

び施行規則で定めるところにより、納税申告書に記載すべきものとさ

れている事項（次項及び第１１項において「申告書記載事項」とい

う。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税関係手続用電子情報

処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１１項において「機

構」という。）を経由して行う方法により市長に提供することによ

り、行わなければならない。 

１０～１４ 略 １０～１４ 略 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第

３２１条の８第７１項の処分又は前項の届出書の提出があつたとき

は、これらの処分又は届出書の提出があつた日の翌日以後の第１２項

前段の期間内に行う第９項の申告については、第１２項前段の規定は

適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承

認を受けたときは、この限りでない。 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第

３２１条の８第６９項の処分又は前項の届出書の提出があつたとき

は、これらの処分又は届出書の提出があつた日の翌日以後の第１２項

前段の期間内に行う第９項の申告については、第１２項前段の規定は

適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承

認を受けたときは、この限りでない。 

１６ 略 １６ 略 

（固定資産課税台帳の閲覧の手数料） （固定資産課税台帳の閲覧の手数料） 

第５９条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳（同条第

１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧１回に

ついての手数料は、所沢市手数料条例の定めるところによる。ただ

し、法第４１６条第３項又は第４１９条第８項の規定により公示した

期間において納税義務者の閲覧に供する場合にあつては、手数料を徴

収しない。 

第５９条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳の閲覧１

回についての手数料は、所沢市手数料条例の定めるところによる。た

だし、法第４１６条第３項又は第４１９条第８項の規定により公示し

た期間において納税義務者の閲覧に供する場合にあつては、手数料を

徴収しない。 
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２ 略 ２ 略 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数料） （固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数料） 

第５９条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記載さ

れている事項の証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたもの

を含む。）１枚についての交付手数料は、所沢市手数料条例の定める

ところによる。 

第５９条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記載さ

れている事項の証明書１枚についての交付手数料は、所沢市手数料条

例の定めるところによる。 

２ 略 ２ 略 

   附 則    附 則 

（読替規定） （読替規定） 

第１０条の２ 法附則第１５条第１項、第１０項、第１４項から第１８

項まで、第２０項、第２１項、第２５項、第２８項、第３２項から第

３６項まで、第３９項若しくは第４０項、第１５条の２第２項、第

１５条の３又は第６３条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に

限り、第１１５条第２項中「又は第３３項」とあるのは、「若しくは

第３３項又は附則第１５条から第１５条の３まで若しくは第６３条」

とする。 

第１０条の２ 法附則第１５条第１項、第１０項、第１５項から第１９

項まで、第２１項、第２２項、第２６項、第２９項、第３３項から第

３５項まで、第３７項から第３９項まで、第４２項若しくは第４３

項、第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条の規定の適用が

ある各年度分の都市計画税に限り、第１１５条第２項中「又は第３３

項」とあるのは、「若しくは第３３項又は附則第１５条から第１５条

の３まで若しくは第６３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の３ 略 第１０条の３ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 法附則第１５条第１５項に規定する市町村の条例で定める割合は、

５分の３（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第

５項に規定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第

１５項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１）とする。 

３ 法附則第１５条第１６項に規定する市町村の条例で定める割合は、

５分の３（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第

５項に規定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第

１６項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第２２項に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

４ 法附則第１５条第２３項に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する市町村の条例で定める割

合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する市町村の条例で定める割

合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２３項第３号に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第３号に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する市町村の条例で定める割

合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第１号に規定する市町村の条例で定める割

合は、３分の２とする。 
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９ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１４ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２６項第３号イに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１７ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第２９項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２０ 法附則第１５条第３０項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３３項に規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３５項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４３項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の１とする。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の１とする。 

２５・２６ 略 ２５・２６ 略 
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（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

第１０条の４ 略 第１０条の４ 略 

２～８ 略 ２～８ 略 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第１０

項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第１０項

の熱損失防止改修専有部分について、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

⑴～⑶ 略 ⑴～⑶ 略 

⑷ 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 ⑷ 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

⑸ 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第３１項

に規定する補助金等 

⑸ 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３１項に

規定する補助金等 

⑹ 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができなかつた理

由 

⑹ 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書

を提出する場合には、３月以内に提出することができなかつた理由 

１０ 略 １０ 略 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等

住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第１５条

の９第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住

宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第１５条の９

第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑶ 略 ⑴～⑶ 略 

⑷ 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 ⑷ 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

⑸ 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第３１項

に規定する補助金等 

⑸ 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３１項に

規定する補助金等 

⑹ 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができなかつた理

由 

⑹ 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書

を提出する場合には、３月以内に提出することができなかつた理由 

１２・１３ 略 １２・１３ 略 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の （宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の
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固定資産税の特例） 固定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税にあつて

は、１００分の２．５）を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分

の固定資産税にあつては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」とい

う。）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産

税にあつては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える

場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２～５ 略 ２～５ 略 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の特例） 

第１２条の２ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分

の都市計画税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画

税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の都市計画税について

法第７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。）に１００分の５

（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあつては、１００分の

２．５）を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の都市計画税に

あつては、前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）

又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を

第１２条の２ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分

の都市計画税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画

税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の都市計画税について

法第７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。）に１００分の５を

乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の都市計画税にあつては、

前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合に
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当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」と

いう。）を超える場合には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

おける都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を

超える場合には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

２～５ 略 ２～５ 略 
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⑴ ○

⑵ ○

⑶ ○固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

◆令和4年4月1日から施行

◆令和4年4月1日から施行

◆令和4年4月1日から施行

省エネ改修住
宅に係る減額
措置
（市税条例附
則第10条の4）

改正後

 令和4年3月末改修分まで  令和6年3月末改修分まで

 平成26年４月１日以前から
 所在する住宅

所沢市税条例の一部改正（専決処分）の概要

税目・改正項目 改 正 の 内 容

宅地等に対す
る固定資産税
等の特例措置
（市税条例附
則第12条、附
則第12条の2）

固定資産課税台帳に記載された住所が明らかにされることにより人の生命
又は身体に危害を及ぼすおそれがあると認められる場合、次の措置を講じ
ることとするもの。

⑴ 住所の削除
⑵ 住所に代わるものとして市町村長が適当と認める事項の記載
⑶ 上記2項目のほか、市町村長が適当と認める措置

新型コロナウイルス感染症対策による経済への影響を踏まえ、令和4年度
の1年に限り、商業地等に係る固定資産税等の負担調整率の上限を2.5％
（現行：5％）に軽減するもの。

固定資産課税
台帳の記載事
項
（市税条例第
59条の2、第
59条の3）

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

固
定
資
産
税

既存住宅に省エネ改修工事を行った場合の固定資産税の減額措置につ
いて、対象住宅の範囲を拡大するとともに、適用期限の延長、対象工事の
変更等を行うもの。

対象工事 断熱改修工事費が50万円超

  断熱改修工事費が60万円超
  又は
  断熱改修工事費が50万円超
  で太陽光発電装置等設置工
  事費と合わせて60万円超

 平成20年１月１日以前から
 所在する住宅

対象住宅

適用期限

改正前
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